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本日の内容

• はじめに

• 2040年の状況

• 今後の必要な取り組み

• まとめ
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はじめに
• 令和5年度地域保健対策・保健師活動ワーキング

グループにおいて2040年を見据えた保健活動のあ
り方等について検討が行われた。

• 私見を含めて、その概要等を紹介したい。

https://pubpjt.mri.co.jp/pjt_related/wg-hoken/index.html 2
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自治体職員・保健医療従事者の不足
生産年齢人口：2022年 7,421万人 → 2040年 6,213万人 ＝ 2割弱減

4



自治体の規模等の格差拡大
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単独世帯の増加
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外国人の増加
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個人や世帯が抱えるリスクの多様化
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多死社会（死亡数の増加）
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地域での支え合い機能の弱体化
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地球温暖化による災害の激甚化・多発化
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地域資源との連携

• 自治体職員・保健医療従事者の不足（2割減）

• 個人や世帯が抱えるリスクの多様化

↓

• 自治体・保健医療専門職だけが頑張って対応
するのは無理

• 多様な企業・住民組織・関係機関等との連携

• 地域資源の掘り起こし

15



地域保健対策の推進に関する
基本的な指針

「行政を主体とした取組だけでは、今後、

更に高度化、多様化していく国民のニー

ズに応えていくことが困難な状況となって

いる」
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平成30年度 地域包括ケア研究会 報告書 概要版
https://www.murc.jp/sp/1509/houkatsu/houkatsu_01.html
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184346.html

断らない相談支援

制度・分野を超えた連携が重要
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地域資源の把握

• 地域資源とは、住民組織、民間
企業や団体、保健医療関係者、
保健活動に係るキーパーソン等
を指し、

• その他、自然環境や建造環境
（施設や道路等）、文化、行事、
特産品等も含まれる。

データヘルス計画策定の手引き p18

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32950.html
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スーパーと連携した減塩ワゴンの設置

新

重症化予防事例検討会の振り返り
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コロナ対応において、

保健所等が医療、大学等と連携
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住民組織との連携（熊本市）

8020推進員

• 当初は行政の手伝いを
依頼

• 活動に共感してくれる方
を地域の宝として発見

• 劇団、フッ素洗口の実現
など、推進員の発案・調
整による活動が展開

• 推進員育成講座の簡素
化、推進員による勧誘な
どで推進員数が増加

https://roasso-k.com/home_town/detail/614

推進員の育成数
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介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

問５（３） 地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味
等のグループ活動を行って、いきいきとした地域づくりを進
めるとしたら、あたなはその活動に企画・運営（お世話役）と
して参加してみたいと思いますか

日本老年学的評価研究（JAGES）2019年度調査

参加60余りの市町村の合計

１．是非参加したい (2.5%)

２．参加してもよい (37%)

３．参加したくない (54%)

４．既に参加している(6.5%)

「参加したい」＋「既に参加している」で９％
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メンバーの種類

安梅 勅江．コミュニティ・エンパワメントの技法．医歯薬出版，2005．
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メンバーの種類

• コーディネーター：企画・調整のリーダー的な
役割を担う人

• コア・メンバー：企画や調整に積極的にかか
わる人

• 参照メンバー：必要に応じて専門的な情報や
技術を提供する人

• 活動メンバー：日常的にかかわる人

• 周辺メンバー：めったに参加しないが、関心
のあるときには参加する人

安梅 勅江．コミュニティ・エンパワメントの技法．医歯薬出版，2005．
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コミュニティ・エンパワメントの7原則
1．関係性を楽しむ

「ともに楽しむこと」、開放的な雰囲気、互恵性（自らに帰ってくる）

2．価値に焦点をあてる

コミュニティーや参加メンバーに価値

3．つねに発展に向かう

将来ありたい姿（ビジョン）をメンバーが共有

4．柔軟な参加様式

どのメンバーもいつでもコアメンバーや活動メンバーとしての活動が可能

5．親近感と刺激感

ピリッとした緊張感とリラックスした安心感

6．評価の視点

「有効性」「価値」を明らかにする

7．リズムをつくる

伸びる時期ととどまる時期、繰り返す時期と変容する時期

安梅 勅江．コミュニティ・エンパワメントの技法．医歯薬出版，2005．
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業務支援員（いわゆるIHEAT）

• 地域保健法 第21条（2022年改正で法定化）

新型インフルエンザ等感染症等に係る発生・・・

その他の健康危機が発生した場合・・・

地域保健の専門的知識を有する者・・・に対し、

地域保健対策に係る業務に従事すること又は当該
業務に関する助言を行うことを要請することができ
る。

→ 健康危機時の地域保健活動の支援が期待
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行政と大学の連携

• 大学は、地域保健全般への協力に加え、

• それぞれの得意分野を生かした教育・研
究・社会貢献活動が重要

• 人々が必要とする機能を果たした人が評
価されるように、行政から大学に話してい
ただけることで、より好ましい方向に進む
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行政内外の連携のポイント

• 目的の共有

• 情報の共有

• 体験の共有
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効率的・効果的な活動

• 自治体職員・保健医療従事者の不足

• 個人や世帯が抱えるリスクの多様化

↓

• 地域診断に基づくPDCAサイクルの実施

• 情報通信技術（ICT）の活用

• 保健師の活動を支える体制整備
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PDCAサイクルを回す

https://www.mhlw.go.jp/content/000961264.pdf
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保健医療福祉調整本部等におけるマネジメントの進め方 2022（暫定版）
https://plaza.umin.ac.jp/dheat/
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尾島俊之、他．公衆衛生がみえる 2024-2025

OODAループは平時の地域診断や計画でも

O：
情報収集

O：
状況認識

D：
意思決定

A：
実施
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効果的・効率的な事業展開のために

何を どのように

高次レベル 目的 戦略

具体的なレベル 目標 戦術

https://oyster.team/sorting-out-goals-objectives-strategy-and-tactics/
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データヘルス計画策定の手引きへの

危機管理用語の導入

• データヘルス計画は、保険者の健康課題
、計画の目的、目標、目標を達成するため
の戦略、個別の保健事業、それらの評価
に必要な評価項目と目標値等を体系的に
統合したものである。

• 分析の目的は、健康課題の抽出の他、優
先順位の判断及び今後の関係者との状況
認識の共有等である

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32950.html
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ソーシャルマーケティングとは

社会的目的、社会的アイディア、社会的行動を浸透さ

せるためにマーケティングの原理と技術を活用するこ

と

Philip Kotler, Gerald Zaltman. Social Marketing: An approach to planned social change. 

Journal of Marketing. 1971; 35: 3-12.

フィリップ・コトラー、エディアルド・L・ロベルト著．井関利明監訳．ソーシャル・マーケティング：行動変
革のための戦略．ダイヤモンド社，1995，p27（Philip Kotler, Eduard L Roberto. Social marketing. 

The Free Press, A Division of Macmillan, Inc., 1989）
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啓発の注意

近藤尚己．健康格差対策の進め方．医学書院，2016．
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セグメント化

北出順子（福井大学コミュニティ看護分野）．ポピュレーションアプローチの誤解を解く．
保健師ジャーナル．2020; 76(1): 12-17.

領域を超えたコラボレーション、住民の活動
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ソーシャルマーケティングの10のステップ

Step 1. プロジェクトの目的と焦点の記述
Step 2. 状況分析(SWOT分析)の実施
Step 3. 優先対象者の選択
Step 4. 行動の目標とゴールの設定
Step 5. 優先対象者の視点の理解
Step 6. 心に位置づけられること（ポジショニング）
Step 7. マーケティング戦略(4P)の開発
Step 8. 評価計画の開発
Step 9. 予算の確保
Step 10. 実施計画の作成

Nancy R Lee, Philip Kotler. Social Marketing: Behavior Change for Social Good 6th ed. SAGE Publications, 2020.

木原雅子、他訳．ソーシャルマーケティング：行動変容の科学とアート．メディカル・サイエンス・インターナショナル，2021．より一部改編
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ソーシャルマーケティングの内容

• 4Pの重視

◆ Product（製品）

• 対象者への利益の魅力と価値を高める

◆ Price（価格）

• コストや障害を低くする

◆ Place（流通チャンネル）

• 製品に触れる機会、媒体、場

◆ Promotion（宣伝）

• 提供される情報の形式や内容、メッセージ的要素
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2次、3次対象者のセグメント化

•1次対象者：対象とする一般住民

•2次対象者：重要な他者
•家族、友人、保健医療従事者、教師、小売店のレジ係な
ど

•セグメント化では、配偶者、子どもなどそれぞれで検討

•3次対象者：上流の対象者（環境を変えられる）
•政策決定者、企業、メディア、有名人、NPOなど
•政治家では政党、企業は業種、NPOは設立目的などで
セグメント化

2次、3次対象者に働きかける取組も効果的
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情報通信技術（ICT)の活用

•ICT活用は方法であり、目的ではない

•目的を明確にして、業務フローを確立する

•ローテクとうまく組み合わせる

•汎用システムなど、安価なシステムも活用する

•通信回線や、機材はきちんと整備する
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保健師の活動を支える体制整備

平成25年度の保健師活動指針での検討
•地区担当制の推進
•横断的な組織体制の整備
•統括的保健師の位置づけ

ヒアリング調査での意見
•他職種との業務分担・連携
•複数担当制・チーム制
•バックアップ、スーパーバイズ
•組織内連携・情報共有
•都道府県保健所等による市町村支援
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新しい課題への対応

• 個人や世帯が抱えるリスクの多様化

• 地球温暖化による災害の激甚化・多発化

↓

• 分野横断的取組やより幅広い層への支援

• 予防的取組の充実とともに地域包括ケア・地
域で看取るシステムの構築

• 地域に軸足を置いた取組・個別課題から地
域課題への視点及び活動の展開

• 創造的に保健活動に取り組むこと
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常に新しい課題への対応
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新しい課題への対応

• 住民、地域の課題に向き合う

• 新しいアイディアの創出

• 種々の取り組みの収集

• 対応の選択肢の整理、意思決定
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国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン 令和2年6月、p117
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コーチングで使われる GROWモデル

• G: 目標（Goal）

• R: 現状・資源（Reality & Resource）

• O: 選択肢の創造（Options）

• W: 意思・行動（Will）

前述のＯＯＤＡループ等とほぼ同じだが
選択肢を創造して、選択する点が明確
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優先順位は、問題の大きさ×改善可能性

小 大

高

問題の大きさ（量的分析）

低

改
善
可
能
性

（質
的
分
析
）

○

×

△

△

質的分析による改善可能性の検討がかなり重要
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質的情報の分析

• 質的情報とは、日ごろの保健活動に
おける住民や保健医療関係者等の
声、地域の状況について課題と感じ
ていることや思いなど、単純な数値
化が困難な情報を指す。

• （保健師の声、思いも）
データヘルス計画策定の手引き p18

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32950.html
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虫の目、鳥の目、魚の目
（人、場所、時間）

• 事例、目の前の課題を大切に

• その事例と同様に、また他の課題で困っている人が地域に
何人いるか、地域全体の状況は

• 時代の流れ、将来はどうなっているか

Chat GPT 4oによる描画 51



• 市町村、医療・介護関係者等で、ワールドカ
フェ方式の意見交換等

• ICTとして、LINEを活用

• あったかふれあいセンター（小規模多機能
支援拠点）を展開
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健康危機管理

保健医療福祉調整本部等におけるマネジメントの進め方 2022（暫定版）
https://plaza.umin.ac.jp/dheat/
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保健医療福祉調整本部の枠組み

• ストラクチャー（構造）

◆ 規程類、組織（本部長、本部長補佐、構成員、事務局）、

本部室、資機材

• プロセス（過程）

◆ 本部会議、情報共有システム、リエゾン・連絡窓口

（派遣調整、情報連携、情報の整理及び分析）

• アウトプット（事業実績）

◆ 部門間・組織間の連携、被災者に必要な支援の提供

• アウトカム（成果）

◆ 被災者の生命・健康・生活・安心の確保
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健康危機管理は、
みる、つなぐ、うごかす

• C： 指揮・調整（command & control）

• S： 安全の確保（safety）

• C:  情報交換・共有（Communication）

• A： 評価（Assessment）

• みる： 課題と資源をみる、評価

• つなぐ：情報交換・共有

指揮（部下への指示）・調整（関係機関とのつなぎ）

• うごかす：対策の実施
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自治体職員の過重労働・メンタルヘルス対策（安全衛生管理）

○対策のポイントについて、各自治体の現状や取組事例から「業務マネジメント」「メンタルヘルスケア」の柱でまとめ、
主な取組について記載した。
〇「業務マネジメント」と「メンタルヘルスケア」の２つの柱を両輪で進めることが重要であり、各職場において創意工夫を
しながら、所属長をトップとした組織体制の中で具体的な取組の推進が求められる。

【業務マネジメント】
□全庁体制による業務の分担化
・保健部署だけでなくその他の部署も含めた全庁的な業務体制
・専門職と事務職の特性を活かした業務分担

□組織体制及びリーダーの明確化
□職員間の情報共有
・定期的なミーティングの開催、情報の可視化
・業務マニュアルの作成

□職員の意識醸成
・管理職を中心とした全所ワンチームで行う風土づくり

□積極的な情報発信・広報
□クレーム対応体制
・対応者の明確化、対応方針の作成

□受援体制
・市町村等との協定締結、併任辞令の発令

□研修の実施、強化
・職員に対する新型コロナウイルスに関する知識、対応について

□労働環境の整備、
□労務管理 －働き続けられる職場づくり－
・二交代制、フレックスタイムの導入
・管理職等からの休暇取得に係る継続的なメッセージ

【メンタルヘルスケア】
□セルフケア
□相互支援
・共感ミーティング等意識的なコミュニケーションの定
例化

□組織的対応（職制のラインによるケアなど）
・メンタルヘルスに関する情報発信

□専門職による支援
（産業保健スタッフ・外部資源によるケア）

【その他】
□職員の家族への支援
・職員の仕事の理解、家族への負担へのねぎらい等の文
書発出

□安全衛生担当の設置
□残業時間データの活用

厚生労働科学研究「災害発生時の分野横断的かつ長期的なマネジメント体制構築に資する研究」相馬分担班
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou_kouhou/kouhou_shuppan/magazine/202205_00004.html

特に、管理職・統括保健師自身の
ケアは重要
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米国の郡レベルの災害対策本部室

Cobb County Emergency Management Agency
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本部室の隣のクワイエットルーム

Cobb County Emergency Management Agency 

静かに俯瞰して考えられる時間の確保が重要。
日本では、喫茶店に籠もるという保健師も。
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保健医療活動の4つの目的

https://www.annfammed.org/content/12/6/573.short より日本語訳（意訳）

困っている人
の支援

地域全体の

健康

持続可能性のための

費用の適正化

従事者の

元気
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自治体間格差の縮小、人材確保

• 自治体の規模等の格差拡大

↓

• 小規模自治体支援の充実
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人材確保

• 都道府県から市町村への派遣、人事交流

• 広域での一括採用、その他の新時代の制度 など

（ワーキングでの議論より）

• 戦略的な人材確保計画の策定

• 応募者の確保策（採用）

• 多様な人材の確保策

• 定着・育成の推進策

• 自治体・保健師の魅力発信 など

（日本看護協会．自治体保健師の人材確保ガイド，2020．）
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健康格差対策の７原則

医療科学研究所 http://www.iken.org/
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配慮有る普遍的対策
proportionate universalism

「健康格差対策の7原則」より Marmot et al., 2010
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配慮有る普遍的対策

• 支援の対象者と、対象にならない人につい
て、スパッと線を引くと、「烙印を押された」と
感じてうまくいかない（「スティグマ」ともいう）。

失敗例：

• 介護予防における特定高齢者施策

→ 「住民主体の通いの場」に転換

• 特定健診受診率が伸び悩んでいるのも、そ
のようなことがあるか
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こども家庭センターが、
特定高齢者施策の失敗の二の舞にならないように
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自治体間格差の縮小（静岡県での事例）

• 見える化（課題共有）
◆ 死亡、特定健診、食生活等をマップ化

• 方針の明確化
◆ 県東部地域の課題解決の必要性明確化

• 人材育成
◆ 研修会、スキルアップ事業等

• 県と市町村、大学との連携（組織間のソーシャルキャピタル）
◆ 県と市町村の共同事業、人事交流、大学と連携した展開等

• 全県の事業と地域に特化した共同事業 （配慮ある普遍的対策）
◆ 重症化予防・高血圧対策等について全県での事業＋地域に特化した展開

• 子どもへの対策（ライフコース）
◆ 教育体制への支援、子どもに働きかける受動喫煙防止対策劇など

尾島俊之．健康格差対策への公的取り組み．日本医師会雑誌. 2023; 151(10): 1775-1778.
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人材育成

• 自治体職員・保健医療従事者の不足

• 個人や世帯が抱えるリスクの多様化

↓

• 人材育成・人事交流
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人材育成の方策
• 研修

• OJT （特に、住民に育ててもらう）

• 振り返りの機会・プリセプター

• OB・OGの活用

• 自己学習

• ジョブローテーション

• 人事交流（都道府県と市町村・国、民間企業）

• 保健所＋市町村を含めた人材育成

• 専門職＋事務職の人材育成
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• 全世代型完全地区担当制を導入

• 相談しやすい体制となった
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• 保健所保健師が、受け持ち市町村へかか
わる体制（地区担当制）

• 地域統括保健師の技術次長が、地区担当
保健師等をサポート
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本日の内容

• はじめに

• 2040年の状況

• 今後の必要な取り組み

• まとめ
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まとめ

• 地域資源との連携

• 効率的・効果的な活動

• 新しい課題への対応

• 職員の安全衛生管理

• 自治体間格差の縮小、人材確保

• 人材育成
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MaedaAkihiko, CC BY-SA 4.0 <https://creativecommons.org/licenses/by-sa/4.0>, via Wikimedia Commons

尾島俊之 浜松医科大学健康社会医学講座 教授

第84回日本公衆衛生学会総会
−フェーズフリーの地域づくりと健康危機管理−

2025年10月29日（水）〜31日（金）

グランシップ 静岡県コンベンションアーツセンター 東静岡駅徒歩３分

会期

会場

大会長

田原康玄 静岡社会健康医学大学院大学 研究科長・教授実行委員長
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ヒト

モノ カネ

これからの時代の保健活動の展開

知恵

つながり 柔軟性

＋

確保には限界も 特に、win-winのつながり
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